[image: image1.emf]●建築士事務所の開設者が、次の事項に該当することとなった場合は、各該当者は30日以内に届出なければ

　なりません。 　　　（建築士法　第23条の７）

  　（※他の都道府県へ移転される方は事前にご相談ください。）

●廃業等届出書【大指事様式５】正本1部、副本1部、合計2部提出（副本はコピーでもよい）

●建築士事務所登録は、譲渡及び相続はできません。次の場合は廃業届出と新規登録を行う必要があります。

個人⇔法人（開設者変更）

個人⇔個人（開設者変更）

一級⇔二級（級別変更） 　　※新規・廃業を同時に行う場合はご相談ください。

●郵送方法：以下の必要書類を確認のうえ、副本返却用レターパックを同封してください。

添付書類 届出者欄の記入方法

①登録申請書及び各 （開設者との関係を明記）

該　当　事　項 該　当　者 　変更届出書の副本 （【　】書きは備考）

（届　出　者）②登録通知書 届出者住所欄

（紛失の場合は始末書等添付）

【個人】届出者現住所

【法人】本店住所

1.建築士事務所 開設者で 1.上記①、②の書類 【個人の場合、開設者氏名】　Ａ

　　の業務廃止 　あった者

2.『本店所在地、法人名及び

【法人の場合】

　代表者が変更している場合』

　Ａ株式会社　代表取締役　　Ｂ

　変更の事実を証する

【変更している場合、変更後の】

　商業登記簿謄本または

　本店所在地、

　履歴事項証明書

　法人名、代表者役名、氏名

2.開設者が 開設者の 1.上記①、②の書類 【開設者氏名】被相続人　Ａ　

　　　　死亡 　相　続　人 2.死亡の事実を証する 　　　　　　　　相　続　人　Ｂ

（個人の場合） 　戸籍抄本

3.開設者について

開設者の 1.上記①、②の書類 【破産者】　Ａ　破産管財人　Ｂ

　の破産手続き

　破産管財人 2.破産の事実を証する 【破産会社】Ａ株式会社

　開始の決定 （破産法第157条）

　書類　注(1) 　　　　　　　　破産管財人　Ｂ

4.法人が 法人を代表する 1.上記①、②の書類 【被合併解散会社】

　　合併により 　　役員で 2.解散の事実を証する 　　　　　　Ａ株式会社

　　　　解　散 　　　あった者

　商業登記簿謄本または

　　　　　　　元代表取締役　Ｂ

　履歴事項証明書

　　　　　　　

5.法人が 法人の 1.上記①、②の書類 【解散会社】

　破産又は合併 　清　算　人 2.解散の事実を証する 　　　　　　Ａ株式会社

　以外の理由に

　商業登記簿謄本または

　　　　　　　清　算　人　　Ｂ

　より解散 （民法第74条）

　履歴事項証明書

注(1)裁判所の破産決定（通知書）の原本提示（確認後返還）とコピー2部。

備考１.合併は、吸収合併（合併により吸収会社Ａが存続し、被吸収会社Ｂが消滅）と、新設合併（合併のため

　　　に新会社Ｃを設立し、合併会社Ａ、及びＢは新会社Ｃにそれぞれ吸収されて消滅）とがある。

備考2.逆さ合併は、合併により消滅する被吸収会社（欠損会社）Ｂを商法上吸収会社として存続させて逆さ合併

　　　し、合併と同時に会社名を商法上消滅した吸収会社（黒字会社）Ａの社名に戻し変更をする。

　　　節税対策として用いられ、吸収会社は形態として商法上は消滅するが、外形は存続形態をとる。

備考3.分割は、吸収分割（会社を分割して、既存会社に吸収引き継ぐ）と、新設分割（新会社を設立し、会社を

　　　分割して新会社に引き継ぐ）がある。

　（ Ｒ３.１.１ 改正版 ）

廃　業　等　の　届　出 

（Ｒ３.1.1 改正版）



●商業登記簿謄本（登記事項証明書）及び各種証明書は、申請日前3ヶ月以内に発行のものを原本１部、コピー１部

※ R３.1.1建築士法施行規則改正に伴い変更届出書への押印は廃止されました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       なお、下記の添付書類及び提示書類への押印は必要です。

ご注意：現在新型コロナ感染症対策として登録申請関係は郵送受付けとしています。


【大指事様式 ５】
廃　業　等　届　出　書
  　    　　　　　　　年　　月　　日
　　　（届出日は和暦で記入してください。）
大 阪 府 指 定 事 務 所 登 録 機 関
一般社団法人　大阪府建築士事務所協会長　殿
	届出者

	住　所　　　　　　　　　　　　　　　

	
	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　
TEL：
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：（　　　　＠　　　　　　　）
	


建築士法第２３条の７の規定により、下記のとおり届け出ます。
記
	届出の理由
	１
業務の廃止
	２
開設者の死亡
	３
開設者についての破産手続開始の決定
	４
合併による法人の解散
	５
破産手続開始の決定又は合併以外の事由による法人の解散

	建築士事務所
	名　　称
	

	
	所 在 地

	〒
電話番号

	
	種　　別
	1　一級建築士事務所
	2　二級建築士事務所
	3　木造建築士事務所

	現登録年月日及び登録番号
	　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　登　録　番　号（　　）第　　　　　　　号

	届出事由の生じた日
	　　　　　　年　　月　　日
（和暦で記入してください。）

	事務所と届出者との関係
	1　建築士事務所の開設者であった者
	2　開設者
の相続
人
	3　開設者の破産管財人
	4　法人を代表する役員であった者
	5　法人の
清算人


　　　　（注）「届出の理由」、「建築士事務所の種別」及び「事務所と届出者との関係」については、
それぞれ該当する項目の数字を○で囲んでください。

※チェック欄　　登録通知書　申請書（副本）　変更届出書（副本）　　
　大阪府指定事務所
登録機関
